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令和６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ８ 府 省 庁 名  国土交通省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 土地及び住宅用建物に係る不動産取得税を対象とする。 

 

・特例措置の内容 

 土地の流動化・有効利用の促進及び住宅取得の負担軽減を図るため、土地及び住宅用建物の取得に係る不

動産取得税について税率を３％（本則４％）に軽減する措置を３年間（令和９年３月31日まで）延長する。 

 

関係条文 

 

地方税法附則第11条の２ 

 

減収 

見込額 

［初年度］  ―   （▲78,625）  ［平年度］  ―   （▲78,625） 

［改正増減収額］     ―                         （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 土地の取得コストを軽減することで土地に対する需要を喚起し、土地の流動化を通じた有効利用の促進・

土地取引の活性化を図るとともに、住宅取得の負担軽減による住宅取得・流通を促進することにより、新型

コロナウイルス感染症からの経済回復を着実に進める。 

 

（２）施策の必要性 

住宅及び土地の取得に対して課する不動産取得税の税率の特例措置については、昭和56年度に住宅及び住

宅用地について創設され、平成15年度には非住宅用地について軽減対象に追加された。以降、住宅取得の負

担軽減が引き続き必要であること、また、土地の流動化を促進し不動産市場を活性化する観点から、本措置

の延長がなされてきた。 

土地取引の現状を見ると、土地購入者の約６割を個人が占め、その購入目的は約７割が住宅であることか

ら、本特例措置の廃止により不動産取得税の負担が増えれば、住宅需要を抑制し、不動産市場に悪影響を及

ぼすおそれがある。 

加えて、足元の住宅市場は、戸建住宅、マンションのいずれも、コロナ禍以前と比べて価格上昇率が２桁

を超えるなど住宅価格の高騰が続いているとともに、住宅ローン利用予定者の６割以上が希望する固定金利

が大きく上昇している一方、実質賃金は減少傾向にあり、住宅所要資金の年収倍率は年々上昇するなど、住

宅取得環境は一段と厳しさを増している状況であるところ、国民の持家取得の支援と居住水準の向上を図る

には、住宅取得の初期負担を軽減する必要がある。 

土地購入企業の約８割が資本金１億円未満の中小企業であるが、本特例措置の廃止により不動産取得税の

負担が増えれば、特に地方の中小企業の経営を強く圧迫するおそれがあり、結果として地域経済の停滞、地

域活力の減退を招きかねない。 

また、現下の不動産市場の状況としては、平成20年以降の急速な景気後退に伴って土地取引件数は大きく

減少しその後下げ止まりが見られ増加したものの、未だ以前の水準には回復しておらず、土地取引を促進し、

不動産市場を活性化することが必要な状況である。「経済財政運営と改革の基本方針2023」（令和５年６月16

日閣議決定）においては、｢持続可能な成長の実現に向けた経済構造の強化を進め、日本経済を本格的な経済

回復、そして新たな経済成長の軌道に乗せていく。｣とされている。 

本特例は、土地及び住宅の取得時の負担を軽減することで住宅取得の負担軽減、中小企業を中心とした事

業者のコスト軽減、土地の流動化・有効利用の促進を図ることにより、民間投資を促進し、新型コロナウイ

ルス感染症からの経済回復を着実に進めるため、引き続き措置する必要がある。 
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本要望に 

対応する 

縮減案 

 

― 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る 

 

政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

施策目標31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整備を推進する 

政策の 

達成目標 

＜法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き地等）の面積＞ 

18.9万ha（平成30年）→22.3万ha（令和10年） 

 

＜土地取引件数（法務省「登記統計」より）＞ 

131万件（平成30年）→141万件（令和９年） 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

３年間（令和６年４月１日～令和９年３月31日） 

同上の期間中

の達成目標 

＜法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き地等）の面積＞ 

18.9万ha（平成30年）→21.62万ha（令和８年） 

 

＜土地取引件数（法務省「登記統計」より）＞ 

131万件（平成30年）→140万件（令和８年） 

政策目標の 

達成状況 

＜法人及び世帯が所有する宅地などに係る低・未利用地（空き地等）の面積＞ 

５年に１度の統計のため、直近のデータ無し。 

（参考）平成30年：18.9万ha 

 

＜土地取引件数（法務省「登記統計」より）＞ 

売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを契機とする平成20年後半以来の景気

後退の影響により、土地取引件数は114万件（平成23年）まで落ち込んだところ、本特例をは

じめとした各種施策の効果により、下げ止まりが見られ、令和４年には130万件となっている。 

（参考） 

令和元年：131万件 

令和２年：128万件 

令和３年：133万件 

令和４年：130万件 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

（土地） 

令和６年度：134万件 

令和７年度：134万件 

令和８年度：134万件 

※令和元年度～令和３年度実績の平均値 

（住宅） 

令和６年度：20万件 

令和７年度：20万件 

令和８年度：20万件  

※令和元年度～令和３年度実績の平均値 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

住宅取得費負担の軽減、中小事業者のコスト軽減、土地の流動化・有効利用の促進のために

は、土地及び住宅取引に係る税負担を軽減することが効果的である。 
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相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

土地の所有権移転登記等に係る登録免許税の特例措置（租税特別措置法第72条） 

住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る特例措置（租税特別措置法第72 条の２、第73条、第

74条、第75条） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

 

本措置は、適用件数が相当数に及ぶものであり、個別の補助金の申請手続を求めて交付する

手法と比較して、国民・行政双方にとって負担の軽減の観点から優れた施策手段である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

年度 
適用件数（万件） 減収額 

（千円） 土地  住宅  

平成29年度 137 19 84,142,957 

平成30年度 136 18 85,056,130 

令和元年度 135 20 81,176,813 

令和２年度 132 20 75,058,543 

令和３年度 136 19 79,639,366 

【出典】 

適用件数：総務省「道府県税の課税状況等に関する調」 

減 収 額：総務省「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

① 適用総額の種類：税額 

② 適用実績（減収額）     

        81,176,813千円 （令和元年度） 

75,058,543千円 （令和２年度） 

79,639,366千円 （令和３年度） 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

住宅取得費負担の軽減、中小事業者のコスト軽減、土地の流動化・有効利用の促進のために

は、土地及び住宅取引に係る税負担を軽減することが効果的である。 

前回要望時の 

達成目標 

・低未利用地の面積（平成25年：15.5万ha →令和５年：13.1万ha） 

・土地取引件数（平成31年：131万件→令和５年：136万件） 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

・低未利用地の面積は、全体で見れば 18.9 万 ha（平成 30 年）に増加しているものの、低未

利用地のうち法人所有土地の面積については、本特例措置をはじめとした各種施策の効果も

あり、6.3 万ha（平成15 年）から5.3 万ha（平成30 年）に減少している。 

・売買による土地取引件数は、いわゆるリーマンショックを契機とする平成20年後半以来の景

気後退の影響により、土地取引件数は114万件（平成23年）まで落ち込んだところ、本特例

をはじめとした各種施策の効果により、下げ止まりが見られ、令和４年には130 万件となっ

ている。なお、土地取引件数が伸び悩んでいる背景としては、新型コロナウイルス感染症の

影響により近年の土地取引が停滞したためと考えられる。 

これまでの要望経緯 

昭和56年度  創設 

昭和61年度  ３年間の延長 

平成 元年度  ３年間の延長 

平成 ４年度  ３年間の延長 

平成 ７年度  ３年間の延長 

平成10年度  ３年間の延長 

平成13年度  ３年間の延長 

平成15年度  対象範囲を住宅から不動産全般に拡充（３年間） 

平成18年度  ３年間の延長・縮減 

平成21年度  ３年間の延長 

平成24年度  ３年間の延長 

平成27年度  ３年間の延長 

平成30年度  ３年間の延長 

令和 ３年度  ３年間の延長 

 


